
 

   

   

 

     

  

 

物流を取り巻く状況 

出典：国交省総合政策局物流政策課作成「物流をと

りまく状況と物流標準化の重要性」令和３年

６月１７日（木）より抜粋 

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/

content/001410730.pdf 

物流は全ての社会経済活動の前提となる必要不可

欠な社会インフラである。現在、我が国の物流は、

担い手の厳しい労働環境や現場での様々な非効率を

はじめとして大きな課題が指摘されている。特に、

2024 年度から、トラックドライバーに対して時間

外労働の上限規制が罰則付きで適用されることで、 

労働力不足が深刻化することが懸念されており、 

モノが運べなくなるという可能性が現実的な危機と 

して認識されている。 

国内外では、新しい形のデータプラットフォーマ

ーが経済への影響力を高め、大きな付加価値を創造

する可能性を示しつつあるが、その力の要諦が物流

機能にあることが指摘されている。我が国産業が、

こうした流れの中で競争力を維持し、持続的な成長

を果たしていくためには、サプライチェーンの要で

ある物流機能を最適化し、その生産性ならびに付加

価値の抜本的向上を実現する新しい戦略が不可欠で

ある。

 

１．貨物１流動当たり重量の推移 

■ １回の運送で運ばれる貨物の重量

は減少から横ばいに転じつつも、平

均で１トン未満であり、小口化の傾

向。 

■  ０．１トン未満の貨物輸送量が割 

合・件数ともに近年大きく増加し、

多頻度化している。 

２．貨物自動車の積載率の推移 

■ 営業用トラックの積載効率は直近 

 では約 40％まで低下している。 

３．トラック運送事業の働き方をめぐる現状 
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４．物流分野における労働力不足の顕在化 

トラックドライバーが不足していると感じている企業は増加傾向。2019年は約 70%の 

企業が「不足」又は「やや不足」と回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．我が国の CO₂排出量と削減の 

国際約束 

■  日本のＣＯ２排出量のう

ち、運輸部門からの排出量

は１８．５％。 

■ 自動車全体では運輸部門の

８６．２％（日本全体の１５．

９％）、貨物自動車に限ると

運輸部門の３６．６％ （日

本全体の６．８％）を排出。 

６．電子商取引（ＥＣ）市場の成 

 長と宅配便の増加 

■電子商取引（ＥＣ）市場は、

2019年には全体で 19.3兆円規模、物販系分野で 10.0兆円規模まで拡大。 

■EC市場規模の拡大に伴い、宅配便の取扱件数は５年間で約 7.1億個（+19.6%）増加。 



 2021 年上期小売業販売を振り返る 

出典：2021 年 9 月経産省経済解析室作成より抜粋

https://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/mi

nikeizai-result-1.html 

経済産業省の商業動態統計調査は、財における個人

消費の動向を供給側から直接把握することができ

る指標です。この指標等を用いて、2021年上期の小

売業販売動向を確認し、業種別・業態別販売額の変

動要因等を分析しました。 

■概要 

 2021 年上期の商業販売額は前年同期比 4.8％増加

し、約 267兆円だった。うち約 7割を占める卸売業 

は前年同期比 5.3％増加、約 3 割を占める小売業は同

3.4％増加した。小売業について業態別にみると、 

小売業販売額は 73兆 6,790億円と、前年同期比 3.4％

の増加。 

増加に寄与した業種は自動車小売業、次いで燃料小

売業。価格要因で販売額が大きく変動する傾向がある

飲食料品小売業と燃料小売業を除くと、前年同期比

4.5％の増加。 

 

 

 

業態別では、百貨店、コンビニエンスストア、家電  

大型専門店の販売額が増加。スーパー、ドラッグスト

ア、ホームセンターの販売額が減少。 

販売額の前年同期比を、店舗数と１店舗当たり販売

額とで要因分解すると、百貨店販売額は、休業等影響

があるものの１店舗当たりの販売額が増加し、前年同

期比 8.3％の増加。スーパー販売額は、店舗数は引き

続き増加しているが１店舗当たりの販売額が減少に

転じ、前年同期比 0.3％の減少。コンビニエンススト

ア販売額は、店舗数は減少しているが１店舗当たりの

販売額が増加に転じ、前年同期比 0.8％の増加。 

専門量販店３業態については、家電大型専門店販売

額は、「通信家電」、「生活家電」等が増加したため前年

同月比 3.2％の増加。ドラッグストア販売額は、店舗

数は増加したものの、「ヘルスケア用品（衛生用品）・

介護・ベビー」等が減少し、前年同期比 1.4％の減少。

ホームセンター販売額は「家庭用品・日用品」等が減

少し、前年同期比 1.0％の減少。 

 

 

2021 年上期の商業販売額  



  

■ホームセンター販売額の商品別寄与度 

2021年上期のホームセンター販売額は、「園

芸・エクステリア」等が増加したものの、「家

庭⽤品・⽇⽤品」、「インテリア」等が減少し

たため、前年同期⽐１.０％の減少。 

 

インテリアとは各種内装仕上材(天井、壁

⾯、床⾯)、壁紙、カーテン、ブラインド、

カーペット、⼈⼯芝、各種間仕切、障⼦、

ふすま、ルームアクセサリー、テーブルク

ロス、座椅⼦、イ草、籐、⽵製品等）、家具・

収納⽤品（組⽴て家具、椅⼦、机、ラック、

押⼊・キッチン収納などの収納⽤品等。 

 

 

 

 

2021 年上期ホームセンター販売額の商品内訳 


